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企業会計基準委員会 御中 

 

社団法人 日本貿易会 

経理委員会 

 

 

「棚卸資産の評価に関する会計基準（案）」に係るコメントについて  

 

 

拝啓 時下益々ご清祥のこととお慶び申し上げます。 

本年 3 月 3１日に貴委員会より公表されました公開草案につきまして、当会において検討致しました 

結果、下記の通り意見を提出させて戴きますので、今後の審議においてご配慮戴きたく、宜しくお願い 

申し上げます。 

敬 具 

記 

 

１． 全般的事項 

国際的な会計基準へのコンバージェンスを推進する観点から、選択可能な棚卸資産の評価方法 

から後入先出法を削除することは妥当であると考えられる。 

 

２． 棚卸資産の評価方法（最終仕入原価法） 

会計基準（案）第 34-4 項において棚卸資産の評価方法の一つとして最終仕入原価法に関する記載

があり、「この方法は、企業会計原則注解（注 21）（1）では棚卸資産の評価方法として例示されて  

おらず、本会計基準においても、この方法を棚卸資産の評価方法として定めていない」としている 

ものの、最後段において「・・・期間損益の計算上著しい弊害がない場合や、期末棚卸資産に   

重要性が乏しい場合においてのみ容認される方法と考えられる」との記載があり、その位置付けが 

曖昧になっているように見受けられるため、本会計基準における取り扱いを明確にして戴きたい。 

 

 

以 上 


